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	特定非営利活動法人 若者就職支援協会
	

	 １　事業の成果
· 人材育成に投資でき、管理能力の強化に繋げられた。

 ２　事業の実施に関する事項

 （１）特定非営利活動に係る事業

	
	事業名
	事　業　内　容
	実　施

日　時
	実　施

場　所
	従事者

の人数
	受益対象者

の範囲及び

人数
	事業費の

金額

（千円）
	

	
	若者自立教育支援事業
	マナー講習。カウンセリングの実施。学校へのキャリア教育の実施。
	４月から

３月にかけて
	都内近郊
	３２０名
	30歳未満の自立を望む人達
延べ2150名程
	４５２８
	

	
	若者就職支援事業
	就職に関するセミナー等の開催。カウンセリング等の実施。創業希望者への支援展開。
	４月から

３月にかけて
	都内近郊
	１０名
	30歳未満の働く意思のある人達
延べ ３名
	２８４

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	

	 （２）その他の事業

	
	事業名
	事　業　内　容
	実　施

日　時
	実　施

場　所
	従事者

の人数
	事業費の
金額

（千円）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	

	


